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序     文 
 

ネパール国（以下、「ネ」国と記す）は、2000年のダカールEFA World Forumの「万人のための

教育（EFA）」にのっとって作成されたEFAアクションプラン（2004～2009）において、2015年ま

での無償初等義務教育の完全普及を謳っています。国家計画上でも国づくりの重要分野として教

育を位置づけ、これまでドナーの支援も受けながら各種政策を実施し、初等教育の就学率向上

（1998年：70％→2004年：84％→2008年：92％）など、一定の成果を上げてきました。 

更なる就学率の改善のためには、教育へのアクセスが制限され、社会的に不利な立場におかれ

ているコミュニティへの働きかけが不可欠であり、ノンフォーマル教育への支援が課題でした。 

かかる状況のもと、「ネ」国におけるコミュニティ主体型教育推進事業について、教育スポーツ

省（現教育省）など関係機関と協議し、提案型技術協力プロジェクト（PROTECO）として2004年

１月から「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教育プロジェクト（Community- 

based Alternative Schooling Project：CASP）」を開始することが合意されました。 

本プロジェクトは、子どもを対象にしたノンフォーマル教育プログラム（Alternative Schooling 

Program：ASP）の運用モデルを開発することを目的とし、①ASPの制度・組織強化、②パイロッ

ト地域でのコミュニティ主体型のASP教室の実施、③関係者間のネットワークの強化を主な活動と

して、プロジェクトを実施してきました。 

協力終了まで半年を迎えた2009年４月27日から５月15日、プロジェクト活動の進捗状況と成果、

教訓・提言を「ネ」国側と共同で確認することを目的に終了時評価調査団を派遣しました。本報

告書は、調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって、関係方面

に広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、在ネパール日本大使館など、

内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続きいっそうのご支援をお願いする次

第です。 

 

平成21年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ネパール事務所長 丹羽 憲昭 
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終了時評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和国 
案件名：子どものためのコミュニティ主体型ノンフォー

マル教育プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト（PROTECO） 

協力金額（評価時点）：約4.5億 
所轄部署：JICAネパール国事務所 

相手国実施機関：教育省、ノンフォーマル教育センター

協力期間（R/D）：2004.1.19-2009.10.18 日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ネパール国（以下、「ネ」国と記す）政府が実施している子どものためのノンフォーマル教育

には、①主に初等・低学年（１～３年生）に焦点を当てた正規教育から中途退学した子どもを

対象とした中途退学児童復学支援プログラム（Program for School Dropout Children：PSDC）、

②周辺に学校がない僻地の６～８歳の児童を対象とし、３年間で正規の初等教育カリキュラム

の１年生から３年生まで修了させ、正規４年生に編入させる短期的分校型プログラム（School

Outreach Program：SOP）、③就学年齢に教育機会に恵まれなかった８歳から14歳の子どもを対

象に５年間の小学校教育を３年間で凝縮して行う短縮型初等教育プログラム（Flexible Schooling

Program：FSP）の３つのプログラムがあり、子どもを対象にしたノンフォーマル教育プログラ

ム（Alternative Schooling Program：ASP）と総称されている。しかしながら、関係する機関の連

携不足や既存マニュアルの不備等により、これらのプログラムの成果はいまだ十分にあがって

おらず、既存のプログラムの強化およびNGOとの連携を通じたノンフォーマル教育分野への支

援が緊急的課題となっている。 

これらの課題に対し、「ネ」国におけるコミュニティ主体型教育推進事業について、教育スポ

ーツ省〔現教育省（Ministry of Education：MOE）〕など関係機関と協議し、提案型技術協力プロ

ジェクト（PROTECO）として、2004年１月から「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォ

ーマル教育プロジェクト（Community-based Alternative Schooling Project：CASP）」が開始され

た。本プロジェクトは、ASPの運用モデルを開発することを目的とし、①ASPの制度・組織強化、

②パイロット地域でのコミュニティ主体型のASP教室の実施、③関係者間のネットワークの強化

を主な活動としている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

プロジェクトにより開発された子どものためのコミュニティ主体型ASPの運用モデルが、

「ネ」国の他の地域で適用される。 

 

（２）プロジェクト目標 

子どものためのコミュニティ主体型ASPの運用モデルが開発される。 

 

（３）成果（アウトプット） 

１）パイロット活動とPSDCを通じて、ASPの制度・組織が強化される。 

２）パイロット活動の対象地域でSOPを修了した子どもが、コミュニティの動員と支援によ

って正規教育にアクセスできるようになる。また、パイロット活動が対象とするFSPに参

加した子どもが、コミュニティの動員と支援によって正規教育の小学校レベルと同等の

課程を修了する。 

３）子どものためのノンフォーマル教育に携わる様々な関係者間のネットワークが強化さ
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れる。（コミュニティ、ASPに関わる組織、ドナー、NGO、INGO） 

 

（４）投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

１）日本側 

・短期専門家派遣：計10名（188.3人/月） 

・研修員受入れ（本邦）：計13名 

・機材供与：車両、視聴覚機材等約700万円程度を供与 

・現地業務費：約１億円 

２）相手国側 

・カウンターパート：ノンフォーマル教育センター（Non-Formal Education Centre：NFEC）

の技官を中心に、対象２郡の郡教育事務所（District Education 

Office：DEO）スタッフがプロジェクト活動に参加。プロジェクト

実施期間を通して、中央のNFECに計32名、MOEに計６名、DEO

に計６名、郡のDEOでは、ダディン郡計20名、カトマンズ郡計25

名、シラハ郡計17名が、カウンターパート（Counterpart：C/P）と

して活動した。 

・ローカルコスト等：プロジェクト事務所やASPの教室運営に必要な経常予算を拠出 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団長 増田 知子 JICA国際協力専門員 

協力計画１ 小野 康子 JICA人間開発部第１（基礎教育）グループ基礎教育第一

課 ジュニア専門員 

協力計画２ 柴垣 葉 JICAネパール事務所 所員 

評価分析 池田 悦子 株式会社オーピーシー 開発コンサルタント 

調査期間 2009年４月27日～2009年５月15日 評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（アウトプットの達成度） 

（１）プロジェクトの成果（アウトプット） 

１）成果１ 

本プロジェクトでは、パイロット活動で対象としたSOP/FSPおよびPSDCを通じて、

NFECのASP実施計画および実施能力強化、中央レベル（NFEC）、郡レベル、学校レベル

間の情報共有、各レベル間のプログラム実施および評価にかかる連携、モニタリングの

改善、データ管理、広報等に焦点を当てASPの制度・組織の強化に努めた。プロジェクト

が作成した上記の重点分野に沿った組織制度整備度を測る指標によれば、現時点でその

組織・制度整備度の達成値が88％に達しており、プロジェクト終了時までには目標値で

ある90％を達成する見込みである。なお、これまで特に強化された分野は以下のとおり

である。 

・NFEC、DEO、スクールスーパーバイザー（School Supervisor：SS）、リソースパーソン

（Resource Person：RP）等の各レベルの関係者間における政策やプログラムにかかる

情報共有 

・ASPおよびPSDCにおけるプログラム実施計画の評価、改訂 

・マザースクール（近隣の正規学校）制度によるモニタリング 

・SS、RP、ファシリテーターのASP活動への活用 

・教材配布の体制整備 

・広報用出版物の整備 
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２）成果２ 

本プロジェクトは、ASPの運用モデルの開発を目標として、対象コミュニティを積極的

にASPの活動に参画（動員）させることにより、本成果の達成をめざした。指標はおおむ

ね目標値に達したが、達していない指標（修了率）もある。 

 

＜SOP＞ 

・正規学校への編入率：ダディン、シラハ郡ともに達成 

・正規学校４年への編入率：ダディン、シラハ郡ともに達成 

・出席率：ダディン、シラハ郡、カトマンズ郡ともに達成 

＊カトマンズの編入率は2009年４月編入のため、データ分析中 

 

＜FSP＞ 

・３年次修了率は、ダディン、シラハ郡ともに達成せず 

・出席率：ダディン、シラハ郡、カトマンズ郡ともに達成 

＊カトマンズの修了率はデータ分析中 

 

＜保護者の教育に対する意識、態度、行動の変容＞ 

プ ロ ジ ェ ク ト が 対 象 地 域 の 保 護 者 に 対 し て 実 施 し た 、 就 学 に 対 す る KAP

（Knowledge,Attitude and Practice）調査によると、保護者の教育に対する意識、態度、行

動が大きく変化した。 

・対象３郡とも、知識・意識、態度、行動のすべてにわたって向上した。 

・ダディンにおいて特に態度、および行動にかかる指標の伸びが高い。 

・ほぼすべての親や保護者たちが、子どもの教育、ジェンダー平等、育児、子どもを

正規校に送ることに前向きな態度を持つようになった。 

３）成果３ 

ネットワーク強化の事例は９事例報告されているが、それぞれが、関係者を集めた１

回ごとのワークショップやミーティングであり、モデル開発と普及のためのネットワー

クの醸成はまだ十分とはいえない。 

 

（２）プロジェクト目標 

パイロット活動を基に、C/Pの主体的な参加による「ASP運用ガイドライン」のドラフト

が開発され、完成に向け現在も作業が進んでおり、プロジェクト終了時までに目標は達成

される見込みである。2009年２月には、CASPの経験からの政策提言ワークショップが開催

され、教育省（MOE）、教育局（Department of Education：DOE）、NFEC、DEOや他ドナー

を招いてガイドラインの内容が共有された。ただし、中間評価時に提言された、CASP普及

のためのNFECによるガイドライン普及に向けての取り組みやDEOによるガイドライン活

用の促進、他郡／他組織によるガイドラインの活用への働きかけなどがまだ十分行われて

いるとはいえない。 

 

３－２ 評価結果の要約 

項目 評価結果の要約 

妥当性 

 

高い 

・ 「ネ」国および日本ともEFA達成に向けた政策を打ち出しており、

「ネ」国の次期教育セクタープログラムである（School Sector

Reform：SSR）においてもEFA達成におけるASPの重要性が明記さ

れている。 
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 ・ニーズ・ベースト・アプローチによるプロジェクト設計が行われ

ているため、対象グループのニーズは十分に反映されている。コ

ミュニティの動員によって、親や保護者の教育意識を変革すると

ともに、コミュニティの協力によって子どもが学校に通いやすい

環境を整えたCASPのアプローチは地域のニーズに沿ったもので

あった。 

・モデル開発のためのパイロット地域の選定は、安全上の制約およ

び地域の多様性への反映から妥当であった。 

有効性 

 

高い 

・「ASP運用ガイドライン」はプロジェクト終了時までに完成見込み

である。今後、このガイドラインを活用しながらASPにかかる政策

提言およびCASPモデル普及にかかる道筋の検討が行われること

になっており、プロジェクト目標は達成されると判断できる。 

効率性 

 

やや低い 

・成果の指標であるターゲット地域FSPによる修了率、ネットワーキ

ング形成とも達成が不十分であり、投入量と成果・目標の達成度

を比較すると、効率性はやや低いと評価される。 

・CASPによるASPの運用モデルは開発されたが、今後その普及の担

い手となるNFECの普及にかかる能力強化は十分ではない。 

・専門家派遣、本邦および第三国研修にかかる投入コストにおいて、

その投入量や内容等をかんがみると効率性が低いと評価される。

その理由として、治安悪化によりシラハ郡での活動が中止され、

カトマンズ郡での活動を新たに追加したこと、治安状況により日

本人専門家の現地入りが困難であった際に本邦および第三国研修

をC/Pの能力強化のツールとして活用したことがあげられる。 

・ASP分野で活動する他ドナー（DANIDA、UNESCO、UNICEF）と

パイロット現場での経験を共有し、ノンフォーマル教育における

情報集積システムを共同で開発するなどの連携を行っている。 

インパクト 

 

中程度 

 

 

・SSR計画書にはASPの重要性は明記されているが、その具体的な実

施方法の記載はなく、ASPの方向性は明らかになっていない。 

・地方開発省（Ministry of Local Development：MOLD）、パイロット

対象地以外の郡開発委員会（District Development Committee：DDC）

や村落開発委員会（Village Development Committee：VDC）に対し

ての政策的インパクトは少ない。 

・既に中央においてはコミュニティの動員およびマザースクールに

よるモニタリングがASP政策に取り込まれ、CASPのモニタリング

システムがASPモニタリングマニュアルに適用されるなど、CASP

モデルの制度化に向けた活動が進んでいる。 

・CASPの経験は、UNESCOの案件形成の参考とされた。 

・パイロット地域では、SOP教室が正規のコミュニティ学校として認

められたケースがあった。 

・親や保護者のエンパワーメントによるアドボカシー活動から、親

が識字教室の開催を行政に求めて実現するなどのインパクトもみ

られる。 

自立発展性 

 

やや低い 

・ASPおよび正規学校との連携のための政策レベルの戦略は、現在

MOEおよびNFECで協議中であり、今後の具体的な計画はいまだ示

されておらず、地方分権化の進捗に伴うMOLDとの連携も明らか
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 になっていない。 

・CASPで開発したモデルについては、必要とされる追加予算はそれ

ほど大きいものではないが、絶対量が不足しているASPクラスの数

の拡大および継続実施については、現在のノンフォーマル教育へ

の予算配分（教育予算全体の1.6％）では不十分である。 

・CASPモデル運営における計画、予算、モニタリングにかかるC/P

の技術的能力は、研修やプロジェクト実施によって向上した。し

かし、モデルの普及にかかる能力はいまだ十分ではない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

パートナーNGOは、３郡において現地の社会経済的な事情を十分に把握し、ASPの児童

や家族、教師、校長たちと連携しながら、コミュニティの動員とクラスの活性化に大きく

貢献した。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

中央レベルではNFECの技官チームが、郡レベルでは郡月例会議（District Monthly 

Meeting：DMM）メンバーが、プロジェクトを運営する主体として任命され、定期的な会合

においてプロジェクトの進捗を共有し、課題の解決策を練り、意志決定を行った。 

パイロット地域では、コミュニティの動員により教室運営委員会（Class Management 

Committee：CMC）の親や地域の住民などがASP教室のための資金援助を行ったり、DEOに

対して予算措置を要請したりして、自助努力により教室の環境整備、児童の学習用品の確

保に努めた。 

 

３－４ 問題点および問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

プロジェクト目標が「モデルの開発」であったことから、当初、パイロット地域におけ

るモデル開発のための活動にのみ限定されていた。この点については、中間評価調査で、

普及を念頭においたモデルづくりと普及につなげるための政策提言も活動に組み入れるよ

う提言がなされた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

2008年の政権交代後開始された大々的な「識字キャンペーン」は、２年間で全国の非識

字者を対象（成人・未成年含む）に３か月の識字教育を行うものであり、NFECの人員、予

算ともに、このキャンペーンの実施に大きく割かれることになった。このため、NFEC内の

ASPに充てる時間と予算が減り、CASPの開発と普及に関しても影響を与えた。 

また、C/Pの頻繁な異動がプロジェクトの効率性に大きな影響を与えた。特に、NFEC所

長と対象３郡のDEOが数度にわたって異動したことで、プロジェクトへの理解とコミット

メントが変化した。 

加えて安全上の理由により、シラハ郡でのパイロット活動は縮小され、日本人専門家や

C/Pによるモニタリングや訪問もままならなかった（これにより、パイロット活動地として、

シラハの代わりにカトマンズが選定された）。ダディン郡のパートナーNGOにとっても、同

郡における治安状況の悪化がコミュニティの動員活動の阻害となった。 
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３－５ 結 論 

プロジェクトはシラハ郡、ダディン郡、カトマンズ郡でのパイロット活動を通して、コミュ

ニティ主体型のASPモデルの開発を行い、その成果は755名のSOPの児童、720名のFSPの児童へ

裨益した。パイロット地域では３年の学習期間終了後、ほとんどのSOP児童が正規学校へ編入す

ることができた。また、パイロット教室の運営を通して、パイロット地域におけるDEO、SS、

RPやASPモニター（ASPM）の組織・制度は強化された。このように、ASPの現場での実施プロ

セスについてはモデルが開発された。このパイロット活動で開発されたCASPモデルを他地域に

普及するにあたって、MOE、DOE、NFEC、DEOという関係機関の政策的、財政的コミットメン

トは十分とはいえず、将来的に財政面でのパートナーになる可能性のあるMOLDラインとのネ

ットワーク構築もいまだ困難である。 

一方、プロジェクト実施により、ASP制度自体の問題点も明確になり、これが今後のモデル普

及のインパクトを妨げる要因になり得ると想定される。 

 

３－６ 教 訓 

＜CASPモデルの有効性＞ 

（１）ASP教室の教育の質を確保するには、正規学校との連携が重要である。CASPでは近隣の

正規学校をマザースクールとし、その正規学校によるASP教室の効果的なモニタリングの

仕組みを開発した。正規学校からのモニタリングが行われることで、ASP教室の最低限の

授業の質が保たれるとともに、正規学校とASP教室の関係が強化されるようになった。 

また、SSやRPの定期的なモニタリングも、ファシリテーターの質の向上および動機付け

に貢献している。 

 

（２）社会的に不利な立場にあるグループに対しては、教科書配布やファシリテーターの任命

などの供給側からの支援と同時に、需要側のニーズを重視し、コミュニティの意識改革や

エンパワーメントを図ることが持続性のある教室運営を実現するために必要である。 

 

（３）ASP卒業生が正規学校に編入した際やその後の特別な支援が必要である。例えば、ASP

では徴収されない入学一時金が正規学校では徴収されることが、正規学校への編入の妨げ

になっていたが、RPが編入先の正規学校に働きかけ、入学金免除による編入が実現した。

また、ASP在籍中に、マザースクールとの交流を持つことで、正規学校編入への不安をな

くし、円滑な編入が実現した例もあげられている。また正規学校に馴染み、学業について

いけるような教育面での支援も必要である。 

 

（４）ファシリテーター支援のために、教育ボランティア（Educational Volunteer：EV）の活用

は効果的である。ファシリテーターはコミュニティの外から採用されることが多いが、EV

は同じコミュニティ、つまり同じ民族やカースト、同じ言語を話すグループから選ばれる

ため児童とより近く接することが可能であり、児童とファシリテーターの調整役として機

能しやすい。 

 

（５）ASP教室の質を確保するためには、ファシリテーター研修の充実が必要である。ASPの

ファシリテーターは、困難な状況の、しかも年齢や学年の異なる子どもに対して、全教科

を教えなければならないという点で高度な技術・能力を要する。また、ファシリテーター

のバックグラウンドは多様であることから、CASPで実施したような経験に応じてその内容

を取捨選定できるようなニーズベースの研修が有効である。 
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＜CASPモデルの普及の可能性＞ 

（６）CASPでVEP開発の支援を行った結果、スクールマッピングや世帯調査によって、需要側

のニーズを反映させたVEPの重要性が改めて明らかになった。また、VEPの開発過程で、

コミュニティの教育に対する意識が高まり、教育開発に関する目標がより明確になるとい

う効果も示された。しかしながら、VEPを作成しているVDCが限られる中では、VEPの内

容を県の計画に反映させることができないために、結局VEPに基づく適性な予算申請や予

算確保が困難な状況にあり、現状ではVEPのみでASPを計画・実施していくことには限界

があると言わざるを得ない 

 

（７）モデルの普及のためには、①汎用性のあるモデルの開発、②モデルの制度化、③普及に

関する関係者の能力強化が必要である。この中で、①と②については進みつつあるが、③

についてはプロジェクトで十分に取り組んでこなかった。CASPでは当初のプロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の普及にかかる活動が含まれてい

なかったが、モデル開発を目標とするプロジェクトにおいては、プロジェクトの進捗やC/P

の動きに応じて、普及に関するこれらのステップをプロジェクトの中で実施していくこと

が望ましい。 

 

（８）CASPは、現行のASPの枠組みの中で、その実施メカニズムの強化を行うための協力であ

り、現場レベルで様々な改善策を生み出したが、ASPの枠組みの課題が大きいために、実

施レベルの改善策のインパクトが限定的にならざるを得ない状況が生まれた。プロジェク

トの前提としている部分の問題が大きい場合には、その問題に何らかの形で対処していく

取り組みも必要であった。 

 

３－７ 提 言 

＜プロジェクト終了までに実施されるべきこと＞ 

（１）これまでの経験を踏まえ、現在NFECが検討している10郡での普及計画策定をプロジェク

トが支援する。 

 

（２）プロジェクト対象郡において、他地域でのCASPモデル普及にかかる支援を行う。 

 

（３）郡の開発予算（DDF）のASPへの活用を促進するため、DEOによる、DDCや地方開発官

（Local Development Officer：LDO）への働きかけを支援する。また、アドボカシー活動に

活用できるパンフレット等の資料を作成する。 

 

（４）すべてのDEOが参加するDEO会議の場を活用し、ASPガイドラインの普及、経験共有を

行う。 

 

（５）明らかになったASP政策自体の課題について、プロジェクトとしての分析を加え、政策

提言を取りまとめる。教育省関係者および開発パートナーとの協議を行う。 

 

＜プロジェクト終了後に中長期的に取り組むべきこと＞ 

（６）正規学校として、その責任範囲は現在学校内に限定されている。CASPが提案した正規学

校によるモニタリングを制度化していくには、正規学校の責任範囲やまた反対にその制約

要因を明らかにしたうえで、正規学校が果たすべき責任や役割について明文化していくこ

とが求められる。 
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（７）プロジェクトからの政策提言を活用して、「ネ」国政府が今後ASP制度そのものや実施プ

ロセスの見直し・改訂を行っていくことが強く期待される。NFECは、本来ノンフォーマル

教育にかかる研究開発を担うことになっており、このプログラムの見直しにおいても、そ

の役割を十分に果たすことが期待される。 
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Summary of the Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country：Nepal  
Project Title：Community-based Alternative Schooling 

Project  

Issue / Sector：Basic Education 
Cooperation scheme ： Technical Cooperation Project

（PROTECO） 

Total cost： about 450 million yen 

Division in charge：JICA Nepal Office Partner Country’s Implementing Organization：Ministry of 

Education,Non formal Education Center 

Period of Cooperation(R/D)：

2004.1.19-2009.10.18 
Supporting Organization in Japan：None 

1. Background of the Project 

In Nepal, various projects have been launched to accelerate educational development. The government of 

Nepal has developed a National Action Plan aiming to meet a goal that all children have access to and 

complete Primary education by 2015. Although the government designed various programmes for 

out-of-school children, still many children remain with no access to education due to financial, physical, and 

social constraints. The Community-based Alternative Schooling Project (CASP), which was launched in 

2004, is to assist improvement of the existing Alternative Schooling Programmes (ASPs) for out-of-school 

children and to promote alternative schooling through pilot activities with the technical assistance of Japan 

International Cooperation Agency (JICA). Under the framework of Education For All (EFA), pilot activities 

are implemented by the Non-Formal Education Center (NFEC), Ministry of Education (MOE), and District 

Education Office (DEO) in coordination with local NGOs. Aiming at developing an operational model of 

ASP to enroll all children in schools, CASP conducted pilot activities in Dhading and Kathmandu (Siraha 

was also the pilot district at the beginning, but due to security situation, Siraha was replaced by Kathmandu).

 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

 The model developed by the Project is adopted in other areas of  Nepal 

 

(2) Project Purpose 

An operational model of the community-based alternative schooling programme is developed. 

 

(3) Output 

1) Institutions and organizations to operate ASP are strengthened through the Pilot Activities and 

Development of Dropout Program.  

2) Children who participated in School Outreach Programme in the Pilot Activities have access to formal 

education and children who participated in Flexible Schooling Programme in the Pilot Activities 

complete primary chool level education equivalent to fomal education through community mobilization 

and support.  

3) Network among stakeholders who are involvedin NFE for children at the different levels is 

strengthened . 
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(4) Inputs (as of this final evaluation) 

Japanese side： 

No. of short term experts: 10 persons

（188.3M/M） 

No. of trainees received in Japan: 13persons 

 

Provision of equipment：vehicle, audio-visual equipment and 

so on (Approximately JPY 7 million) 

Local Activity Cost: Approximately JPY 100 million 

 

Nepalese Side： 

Counterparts：32 major counterparts in NFEC,6 in MoE, 6 in DoE, 20 in Dhading 25 in Kathmandu and 17 

in Siraha district officers and JT/JTAs in five project districts 

Local cost：For the project office space and ordinary budget for operating ASP classes 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Leader 

Cooperation Planning 1 

Cooperation Planning 2 

Evaluation Analysis 

Tomoko Masuda 

Yasuko Ono 

Yo Shibagaki 

Etsuko Ikeda 

Period of 

Evaluation 
April 27, 2009～May 15, 2009 

Type of Evaluation: 

 Final Evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Achievements 

(1) Project Purposes 

Project purpose is achievable if further measurement on policy recommendation is taken to extend CASP 

model, which was suggested in the mid-term evaluation. 

The ASP guideline is in the process of finalization. The Draft February 2009 version was disseminated 

among the C/Ps. It will be modified by integrating the lessons learnt from the pilot activities in Dhading and 

Kathmandu. The ASP Guideline was formulated by intensive discussion among C/Ps. The ideas and 

opinions of NFEC,DEO,SS, RP facilitator ,ASPM,CMC and ASP center had been reflected in the contents 

of the ASP Guideline. The workshop on policy recommendation from CASP experiences was held on 

February,2009 by inviting stakeholders from MOE,DOE,NFEC,DEO and donors. The key point of the ASP 

Guideline was presented in the workshop. By the end of the Project, the road map to extend CASP model to 

other area will be presented in the policy level.  

 

(2) Outputs 

Output１: 

The target seems to be achievable by the end of the Project, according to the indication for Institutional and 

Organizational Development set by the Project. The achievement rate is 88% by the checklist. The 

strengthened area is sharing of policy, regulation and program among NFEC,DEO,SS,RP,ASPM and 

facilitator, review and revision and development of PIM, mother school-based monitoring system 

application, collaboration with stakeholders to share CASP information, development of capacity of NFEC 

and DEO for CASP Project management. By the completion of the Project, collaboration among 

stakeholders, monitoring, data analysis will be further strengthened to achieve the target.   

 

Output 2: 

＜SOP＞ 

According to ASP monitoring report from RPs, the average rate of transfer and attendance in Dhading and 

Siraha met the target. Regarding the average of transfer to formal schools, All of children who were enrolled 
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at the 3rd year of SOP were able to transfer to formal school. However,64％ of them entered G4 while 

others entered G2 and G3. 

＜FSP＞ 

According to ASP monitoring report from RPs, the average rate of completion did not meet the target 

because many students dropped out: 62% in Dhading and 51%:Siraha. The average attendance to FSP 

centers in Dhading and Siraha is high: 77% in Dhading and 86%:Siraha and 71％ in Kathmandu. 

Though target rate is achieved in average, it is observed that there are some centers that have lower rate, and 

the reason of the poor performance needs to be analyzed.  

＜Changes of Parents＞ 

Knowledge,Attitude and Practice among parents have enhanced judging by selected indicators of the KAP

（Knowledge,Attitude and Practice:KAP）Survey. 

 

Output3 : 

Although networking workshop and meeting have been sufficiently conducted in number, the continuous 

networking and follow-up of each workshop are needed for the model extention and policy 

recommendation. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

 

Criteria Evaluation Result 

(1) Relevance 

High 

・Achieving EFA Goal is addressed in policy documents of both Nepal 

government and Japanese government. The importance of ASP for EFA is 

clearly mentioned in SSR which is in the process of appraisal in this year in 

Nepal. 

・The needs of the target group were filled as the Project took need-based 

approach and strengthened community mobilization and participation. 

・ASP and promoted common understanding of the importance of ASP to 

achieve EFA in Nepal. 

・The target areas of the Project were appropriately selected considering 

security condition and social-cultural diversities. 

Effectiveness 

High 

・The ASP Guideline is going to be finalized and the road map for the policy 

recommendation for ASP and CASP model extension will be presented in 

the policy level by the end of project period. 

Efficiency 

Relatively Low 

・Efficiency is rather low considering the size of Input and degree of 

achievement of Outputs. 

・The strategy of the model expansion has not sufficiently focused during the 

project implementation, because of the Project intensively supported the 

pilot area for the model formulation. 

・In terms of cost performance, assignment period and timing experts cost and 

relevance of C/P training are also questioned. Some of those are due to  

security reason.  

・The project shared experiences to develop CASP pilot activities and  with 

collaborated to develop EMIS on for ASP with other donors . 

Impact 

Fair 

・Though ASP policy in SSR is clear, implementation process and modality is 

not yet developed.   



 xii

  

 

 

 

・The positive impact is observed in the central level. Community mobilization 

and mother school-based monitoring of CASP model is included in the ASP 

policy. The CASP facilitator training manual was distributed in all 75 

districts in 2007 and 2008. And CASP monitoring format was adopted in 

NFEC Monitoring Guideline. 

・UNESCO utilized the CASP model for their program design on ASP. 

・In the pilot areas ,positive impact such as community solidarity, formation of 

literacy classes for mothers, parents’ attitude change toward formal 

education ,CMC empowerment was observed.  

Sustainability  

Relatively Low 

Policywise ,strategy to link ASP to the formal education is on discussion in 

DOE and NFEC. The future strategy for SOP and FSP planning process is still 

on the process of development. VDC’s involvement for formulation of VEP 

and community mobilization is not sufficient because of the absence of elected 

representatives, 

・Financially ,the budget allocation for non-formal education is scarce, which 

is about 1.6% of the education budget. 

・Technical capacity of C/Ps on planning, budgeting and monitoring has been 

developed. However capacity building of NFEC for model expansion has 

not been intended yet.  

 

3. Factors that promoted realization of effects 

Factors concerning the planning 

The partner NGO understood the social economic condition of pilot areas and actively contributed to 

community mobilization and activation of ASP classes by closely working with ASP students, parents, teachers 

and head teachers . 

Partner NGOs worked effectively in community-mobilization and activation of ASP classes by closely working 

with ASP students, parents, teachers and head teachers as they knew the local situation and difficulties. 

During DMM held in the DEO, progress and problem of Project implementation were shared and discussed 

among SS, RP, Partner NGO, ASPM, and DEO. The communication among stakeholders in the district level 

was effective to improve pilot activities in target areas. The commitment and ownership of C/Ps at the 

district level was higher than central level because they recognized the positive influence of CASP pilot 

activities in their own districts. All and all, approach of capacity development is process oriented and C/P 

can develop capacity in all the cycle of Project management. 

Factors concerning the implementation process 

TTM members in NFEC at center level and DMM members in districts revel were appointed as the core 

management body of the project and progress and problem of project implementation were shared and 

discussed for making decision. 

・At the district level, DEO provided facilitators’ additional salary, management cast for CMC, scholarship, 

uniforms, and stationeries for ASP students. 

 

4. Factors that impeded realization of effects 

Factors concerning the planning 

The project purposes had been set as” Capacity building of model development “, and capacity building for 

model extension had not focused in the Project at beginning. the recommendation to add the policy 

recommendation for model expansion was suggested in the mid-term evaluation 
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Factors concerning the implementation process 

The Literacy Campaign by GON (2008-2009) has influenced the Project activities to extend CASP model, 

because most officers at NFEC had to be involved in the big campaign for adult literacy. On the other hand, the 

NFEC officers leant how to collaborate with local bodies through the campaign. 

Frequent transfer of C/Ps has continuously occurred during the Project period. Director of NFEC and DEOr 

changed several times. NFEC members also transferred frequently. Their understanding and involvement to CASP 

to achieve EFA differs and affected the process of CASP model development. 

Due to the security condition, pilot activities in Siraha district had to be scaled down. Japanese experts and C/P’s 

follow up in the district was not possible. Partner NGOs in 3 target districts also experienced the difficulties to 

work in the field because of insecurity and unpredictable situation. 

 

5. Conclusion 

The Project has achieved to develop community-based ASP model by conducting the intensive pilot 

activities in Siraha, Dhading and Kathmandu districts, formulating the ASP Guideline and strengthening 

networking among related agencies on ASP. 755 SOP students and 720 FSP students were benefited from 

the pilot activities in total. Among the developed CASP model, mother school-based monitoring, community 

mobilization, facilitator’s additional trainings, assignment of EVs, formation of Child Club, and NGO 

partnership were identified as effective to encourage children to continue study. After three years, most SOP 

students entered in the formal schools and most FSP students completed class in the pilot centers. DEO, SS, 

RP and ASP’s organizational and institutional capacity has been strengthened to manage ASP in the target 

districts.  

The developed CASP model needs to be replicated in other areas of Nepal in order to strengthen existing 

ASP for achieving EFA. Though the ASP Guideline is useful for implementation at the field level, further 

policy recommendation and preparation of the road map for the CASP model extension is necessary to 

institutionalize the CASP model in MOE, DOE, NFEC and MOLD. To achieve the institutionalization, 

many challenges are seen in current Nepal. Even though the ASP policy is clearly mentioned in SSR, 

implementation and modality process is not yet developed. NFEC has an organizational weakness on policy 

recommendation, pilot development, research and dissemination. Common understanding of importance and 

needs of ASP among development partner is still lacking. In the district level, the system to integrate ASP 

into DEP planning process is on the process of development and the DEP and National education plan is not 

linked effectively. VDC’s involvement for formulation of VEP and community mobilization is not taken 

because of the lack of elected representatives. Considering these factors, further steps for policy intervention 

need to be taken by the Project.  

 

6. Lessons Learned 

6-1 Lessons Learned 

<Effectiveness of CASP Model> 

(1) Linking ASP centers with regular schools is effective in ensuring quality of ASP centers 

The Project has developed an effective mother school-based monitoring system.  This ensures the basic 

quality of teaching-learning processes at ASP centres and strengthened relationship between ASP centres and 

regular schools.  At the same time, this will contribute to make ASP institutionally sustainable.  Follow-up 

by not only ASPM of regular schools but also SS and RP was also found effective for encouraging and 

technically assisting facilitators. FSP program requires examination items based on the condensed 

curriculum. In CASP, mother schools also helped FSP centres develop examination items as well. Such 

supports encourage facilitators despite of their low salary. 
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(2) Demand-side approach is needed for the disadvantaged group 

Conventional ASP centres focus on supply-side interventions such as providing textbooks and appointing 

facilitators as regular schools do.  CASP employed the demand-side approach to dig out the needs and raise 

awareness of the community at the same time and has shown that community mobilization is particularly 

essential in the remote and isolated communities. 

 

(3) Intervention is needed for smooth bridging between ASP and regular schools 

CASP considered special supports for ASP graduates was necessary to continue their education in regular 

schools.  For example, RP negotiated with regular schools not to charge fees for ASP graduates. Promoting 

communication between ASP students and regular students during the Project has also contributed to 

diminishing fear and hesitation of ASP students for entering regular schools.  CASP distributed school 

bags, uniforms, and stationary to those who progressed to regular schools.  This was highly appreciated by 

the students, however, may be worth reconsidering from the viewpoint of financial sustainability.     

 

(4) Assigning Educational Volunteers (EV) was effective to support facilitators   

EVs were selected within the community to support facilitators.  Even when facilitators are absent, ASP 

centers were kept open with the support of EVs.  They also contributed to paying more attention to 

individual students by visiting students houses and meeting with their parents.  Another positive aspect of 

EVs was that they are from the same community and the same ethnicity so that they can easily link students 

and facilitators, many of whom need to be invited from other communities.   

 

(5) Additional Facilitators’ training is necessary for quality ASP 

Facilitators of ASP are required to have various skills.  They have to teach all subjects in multi-grade and 

multi-age setting, and they have to be friendly and supportive to students who are at risk of dropping out of 

schools.  The Project found that the current level of training is still too short to prepare them to respond to 

all these needs, and developed system of 15 days’ needs based training since their backgrounds also vary. 

This requires some additional costs, however, the investment is minimum requirement for the quality point 

of view. 

 

<Prospects for model extension> 

(6) Utilization of VEP for ASP planning 

The Project supported development of VEP in 4 VDCs and found that VEP is an important needs-based plan 

with the thorough survey and school mapping. Through the development process, the community raised 

awareness and developed clearer visions for education development in the community.  However, the 

current difficulty is that VEP exists in only some 600 VDCs and that is why VEP cannot be integrated into 

DEP to get funding for ASP classes.  It will be a long way to go before VEPs are really functioning.   

 

(7) More capacity building for model extension was needed along with model development 

For a model to be extended, the following three steps are required: 1) operational model is developed; 2) the 

model is institutionalized; and 3) stakeholders are equipped with technical capacity to implement the model 

or to provide technical support to implementers.  The Project identified approaches and activities for more 

effective operation of ASP centers through intensive piloting in 9 centers of Dhading and 9 centers of 

Kathmandu (currently 8 centers).  The Project also supported institutionalization of the model through 

policy recommendation workshop.  Capacity building for model development was focused, however, 

capacity building for model extension was not intended in the Project.  According to interviews with 

Japanese experts, NFEC’s initiatives to CASP model extension to Sindhupalchok and Sarlahi districts were 
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not very successful.  If so, there might have been much room for the Project to support NFEC’s efforts and 

that might have further accelerated the extension of the CASP model.  Capacity building of stakeholders 

for model extension was not the Project focus in the PDM; nonetheless, it should have been more targeted as 

the Project progressed. 

 

(8) Macro viewpoint to examine the fundamental problems should not be forgotten 

The Project aimed at improving the government ASP programs within the existing framework.  It tried to 

explore the room for improvement at the field level focusing on implementation mechanism.  As a result, 

the Project was able to produce a variety of means for improvement, and practices at the district and the field 

level were conducted successfully.  From the early stage of the Project, however, it was found that there are 

some difficulties and pitfalls in the current ASP modalities and that the whole ASP programs need to be 

reviewed, taking into consideration of involvement of formal schools and/or local governments.  Yet, the 

Project maintained the originally planned tasks and seemed to limit itself within the existing framework of 

ASP programs.  Instead, the Project could have raised those issues of and suggestions for the difficulties 

and pitfalls of the ASP modalities that the Project was based on and adjust activities with more flexible 

project management.  

 

7. Recommendations 

7-1 During the rest of the Project period 

(1) Supporting NFEC’s efforts to extend the CASP model  

As mentioned earlier, according to interviews with Japanese experts, NFEC’s initiatives to CASP model 

extension to Sindhupalchok and Sarlahi districts were not very successful.  Factors that affected the results 

of the efforts should be more clearly identified and be taken into considerations when NFEC develop the 

extension plan for 10 districts. 

 

(2) Supporting districts’ efforts to extend the CASP model within the district 

The Project conducted dissemination workshops within Dhading district and Kathmandu district, and the 

support to districts’ efforts for dissemination to other areas within the district should be further continued. 

This includes development of a dissemination plan and provision of technical support to DEO if the 

implementation starts before the Project ends. 

 

(3) Strengthening networks with DDC 

Some ASP centres succeeded to get financial supports from VDC as a result of good relationship between 

CMC and VDC.  Considering the current budget limitation for ASP centres from MOE, resources need to 

be sought from other channels.  DDC has started receiving District Development Fund, 25% of which is to 

be spent for social sector.  This can be considered one of the possible sources of funding.  MOLD has 

been already in the central network of ASP, however practical coordination has not been made.  Making 

MOLD aware of the needs of ASP is important, but at the same time, direct advocacy to DDC is necessary. 

The Project is expected to further support DEO in advocating LDO at least in the pilot 2 districts.  As the 

ASP guideline may not be appropriate to advocate personnel in DDC for orientation, development of ASP 

leaflet may be necessary. 

 

(4) Dissemination of ASP guideline through annual DEO workshops conducted by DOE 

The Project plans to distribute the final version of ASP guideline to all the districts.  The team strongly 

suggests that distribution should be followed by face-to-face introduction of CASP experience and 

discussion.  Experience of advocacy to LDO in pilot 2 districts can be also shared. DEO meetings 
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conducted by DOE may be good occasions for this activity.  The number of guidelines to be distributed 

needs to be examined as well to make dissemination effective.  

  

(5) Developing policy suggestions regarding overall ASP program  

The Project has completed the draft operational guideline for ASP implementation.  During the 

development of the guideline, the Project has identified weaknesses of the ASP program that should be 

rectified at the same time of application of the CASP model, since they may be preventing the applied CASP 

model from producing good impacts.  The team suggests that the Project articulates the issues and policy 

suggestions for those issues, followed by sharing with NFEC, DOE, MOE and other development partners. 

Issues to be discussed may include the followings: 

・ How to support FSP students who face complex difficulties to continue schooling such as poverty, 

family problems (single parenting, child neglect, child abuse, and etc.), child labor, and frequent transfer 

due to seasonal migration of the family.  Experience of CASP approaches used in the rural FSP and the 

urban FSP may be helpful. 

・ What kinds of support should be continued after ASP graduates progressed to regular schools including 

financial support such as scholarships and educational support such as tutoring, and how that should be 

ensured. ASP graduates are still at high risk of dropping out due to poverty and social constrains.. 

・ How to ensure equivalency of ASP programs to formal schooling.  Regular schools often conduct a 

placement test to check levels of ASP graduates, and register them accordingly.  Being registered in the 

lower grade than the grade they are supposed to be makes ASP children discouraged and this eventually 

downgrades credibility of ASP centers.  What kind of mechanism to sure equivalency at the ASP side 

and what kind of support such as remedial teaching needs to exist in mother schools can be identified 

from the CASP experience.  For equivalency point of view, conditions, qualification and salary of 

facilitators need to be examined as well. 

・ How to increase the number of ASP to cover those left behind.  Coordination with various stakeholders 

needs to be discussed such as collaboration with private companies to ensure provision of education to 

employees and their facilities.  

・ How to institutionalize the linkage with regular schools.   

 

7-2 After the completion of the Project 

(6) Clarification of limitations and responsibilities of regular schools for out-of-school children 

Regular schools are to serve those who come to school and take care of students as long as they are enrolled. 

Currently responsibility of formal schools is limited to issues within schools.  CASP experience has shown 

that quality of ASP centers improves when they are linked with regular school nearby (mother school).  If 

this practice is to continue, responsibilities of regular schools need to be listed and enforced for 

institutionalization through education regulations.  

 

(7) Revision of ASP program  

MOE makes it clear that alternative provision of education is necessary.  Using the above described 

CASP’s policy suggestions as reference, the Nepal side is expected to review modalities and implementation 

processes of ASP program.  NFEC’s lead role in policy and research development is strongly expected in 

this matter, however, all stakeholders need to commit to this issue since ASP is the matter of formal 

education as well. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の背景・目的 

ネパール国（以下、「ネ」国と記す）政府が実施している子どものためのノンフォーマル教育に

は、①主に初等・低学年（１～３年生）に焦点を当てた正規教育から中途退学した子どもを対象

とした中途退学児童復学支援プログラム（Program for School Dropout Children：PSDC）、②周辺

に学校がない僻地の６～８歳の児童を対象とし、３年間で正規の初等教育カリキュラムの１年生

から３年生まで修了させ、正規４年生に編入させる短期的分校型プログラム（School Outreach 

Program：SOP）、③就学年齢に教育機会に恵まれなかった８歳から14歳の子どもを対象に５年間の

小学校教育を３年間で凝縮して行う短縮型初等教育プログラム（Flexible Schooling Program：FSP）

の３つのプログラムがあり、子どもを対象にしたノンフォーマル教育プログラム（Alternative 

Schooling Program：ASP）と総称されている。しかしながら、関係する機関の連携不足や既存マニ

ュアルの不備等により、これらのプログラムの成果はいまだ十分にあがっておらず、既存のプロ

グラムの強化およびNGOとの連携を通じたノンフォーマル教育分野への支援が緊急的な課題とな

っている。 

これらの課題に対し、「ネ」国におけるコミュニティ主体型教育推進事業について、教育スポー

ツ省〔現教育省（Ministry of Education：MOE）〕など関係機関と協議し、提案型技術協力プロジェ

クト（PROTECO）として2004年１月から「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォーマル教

育プロジェクト（Community-based Alternative Schooling Project：CASP）」が開始された。 

本プロジェクトは、ASPの運用モデルを開発することを目的とし、①ASPの制度・組織強化、②

パイロット地域でのコミュニティ主体型のASP教室の実施、③関係者間のネットワークの強化を主

な活動としている。 

今回の終了時評価調査団は、プロジェクトの終了を2009年10月に控え、プロジェクト目標の達

成状況等を「ネ」国政府関係者と確認し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）の観点から評価を行うとともに、残り期間および終了後に向けた活動に関する提言

や得られた教訓を取りまとめることを目的として派遣された。 

 

１－２ プロジェクト概要 

（１）上位目標 

プロジェクトにより開発された子どものためのコミュニティ主体型ASPの運用モデルが、

「ネ」国の他の地域で適用される。 

 

（２）プロジェクト目標 

子どものためのコミュニティ主体型ASPの運用モデルが開発される。 

 

（３）成果 

１）成果１ 

パイロット活動とPSDCを通じて、ASPの制度・組織が強化される。 

２）成果２ 

パイロット活動の対象地域でSOPを修了した子どもが、コミュニティの動員と支援によっ
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て正規教育にアクセスできるようになる。また、パイロット活動が対象とするFSPに参加し

た子どもが、コミュニティの動員と支援によって正規教育の小学校レベルと同等の課程を

修了する。 

３）成果３ 

子どものためのノンフォーマル教育に携わる様々な関係者間のネットワークが強化され

る。（コミュニティ、ASPに関わる組織、ドナー、NGO、INGO） 

 

１－３ 合同評価調査団の構成 

（１）日本側調査団員 

No. 氏名 分野 所属 期間 

１ 増田 知子 団長 JICA国際協力専門員 5/4～5/12 

２ 小野 康子 協力計画１ 
JICA人間開発部第１（基礎教育）グループ 基

礎教育第１チーム ジュニア専門員 
5/4～5/12 

３ 柴垣 葉 協力計画２ JICAネパール事務所 所員 4/27～5/15

４ 池田 悦子 評価分析 オーピーシー株式会社 開発コンサルタント 4/27～5/15

 

（２）「ネ」国側調査団員 

No. 氏名 所属 期間 

１ Dr. Lekh Nath Poudel Under Secretary, Ministry of Education（MOE） 4/27～5/15

２ Mr. Hari Prasad Lamsal Deputy Director, Department of Education（DOE） 4/27～5/15

３ Mr. Laxman Khanal 
Deputy Director, Non-Formal Education Center

（NFEC） 
4/27～5/15

 

１－４ 調査日程 

日時 調査内容 

4.26 日 東京発（池田） 

4.27 月 カトマンズ着（池田）、JICAネパール事務所長、次長表敬 

4.28 火 教育局長および教育予算課長からの聞き取り調査 

NFEC所長、次長、技官チームからの聞き取り調査 

CASPチームからの聞き取り調査 

4.29 水 前／現カトマンズ郡DEOおよびDMMメンバーからの聞き取り調査 

前ダディン郡DEOからの聞き取り調査 

4.30 木 前シラハ郡DEOからの聞き取り調査 

学校保健・栄養改善プロジェクトの専門家からの聞き取り調査 

5.1 金 団内打ち合わせ、資料整理 

5.2 土 ダディン郡への移動（池田、柴垣、ラムサル） 

パートナーNGOからの聞き取り調査 

CASP対象郡のRP、SSからの聞き取り 

小学校運営改善支援プロジェクトの専門家からの聞き取り調査 
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5.3 日 ダディン郡DEOからの聞き取り調査 

DDC、LDOからの聞き取り調査 

カトマンズへ移動 

東京発（増田、小野） 

5.4 月 資料作成作業 

カトマンズ着（増田、小野）、JICAネパール事務所所長・次長表敬、団内打

ち合わせ 

5.5 火 MOE次官補からの聞き取り調査 

MOE、DOE、NFECとの合同会議 

MOE、DOE、NFEC、CASPとの合同会議 

＜Aグループ＞ 

（増田、小野、NFECカナル次長、CASP専門家） 

Gungabu FSP（カトマンズ）の視察 

ダディン郡へ移動 

＜Bグループ＞ 

（池田、柴垣、CASP専門家） 

Bouddha Tinchule & Jorpati FSP（カトマンズ）のASPM、NGO、EV、ファシ

リテーター、CMCメンバー、保護者からの聞き取り 

5.6 水 ＜Aグループ＞ 

ドゥシャVDC（ダディン郡）の視察 

Bungpung FSP & Grasibas SOPのASPM、ファシリテーター、CMCメンバー、

保護者からの聞き取り 

＜Bグループ＞ 

ダディンへ移動 

Gajuri & Benighat VDCの視察 

Danda FSP & Mathillo Warbang FSPのASPM、CMCメンバー、保護者、児童か

らの聞き取り 

5.7 木 カトマンズへ移動 

UNESCOからの聞き取り調査 

UNICEFからの聞き取り調査 

5.8 金 WBからの聞き取り調査 

DANIDAからの聞き取り調査 

5.9 土 団内協議、資料作成 

5.10 月 MOE、DOE、NFECとの協議 

5.11 火 

 

JCC（署名） 

JICAネパール事務所報告 

5.12 水 在ネパール日本大使館報告 

カトマンズ発（増田、小野） 

5.13 木 東京着（増田、小野） 

5.14 金 カトマンズ発（池田） 

5.15 土 東京着（池田） 
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１－５ 主要面談者 

（１）教育省（Ministry of Education：MOE） 

Mr. Arjun Bhadur Bhandari Joint Secretary 

Mr. Janardan Nepal Joint Secretary 

Dr. Lava Deo Awasthi Joint Secretary 

 

（２）教育局（Department of Education：DOE） 

Mr. Mahashram Sharma Director General 

 

（３）ノンフォーマル教育センター（Non-Formal Education Centre：NFEC） 

Mr. Sushil Pandey Director 

Mr. Deewakar Awasthi Deputy Director 

Mr. Pramad Kumal Samet Section Officer 

Mr. Shreeram Suwal Section Officer 

 

（４）郡レベル関係者 

Mr. Lila Mani Pokharel Officiating District Education Officer, Kathmandu 

Mr. Man Bahadur Chhetri District Education Officer, Dhading 

Ms. Rajya Laxmi Nakarmi Former District Education Officer, Dhading 

Mr. Gyani Yadav Former District Education Officer, Siraha 

 

（５）開発パートナー 

Mr. Ventakesh Sundararaman WB、教育セクタードナーフォーカルポイント 

Ms. Sumon Tuladhar UNICEF 

Ms. Sabina Joshi UNICEF 

Mr. R. B. Singh UNESCO 

Ms. Aliza Shrestha（Dhungana） UNESCO 

Mr. Jeet Bahadur Thapa DANIDA/ESAT 

 

（６）プロジェクト関係者 

坪内 睦 チーフアドバイザー 

小田 康子 教育手法・教材開発・情報普及 

島田 俊子 コミュニティ開発 

半田 茂喜 社会調査 

小谷 慶子 調整員 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の方法と調査項目 

本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン・改訂版、プロジェクト評価の実践的手法』に基づ

き、日本、「ネ」国双方から選出された評価メンバーによって実施された。プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき、

プロジェクトの計画と終了時評価時点の状況を比較し、プロジェクトが成果を発現しているかを

評価した。具体的には以下の３点である。 

（１）PDMの指標に基づいたプロジェクトの実績の検証 

（２）実施プロセスの検証 

（３）評価５項目の視点による検証 

    

本プロジェクトは、2006年９月に中間評価調査が行われ、その際にプロジェクト対象校のみを

対象としたモデル開発にとどまらず、開発されたモデルが「ネ」国政府や他開発ドナーによって

広く普及するための道筋を作ることも、プロジェクトの活動として含めることが提言された。同

時期に開催された合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）ではこの内容が合意され

たが、PDMのプロジェクト目標は変更せず、若干の修正を加えた改訂PDM（version２）が承認さ

れた。終了時評価調査では、この改訂版PDMに基づき、評価グリッドに従って、投入実績、活動

実績、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度、プロジェクトの実施プロセス状況を調査し、

評価５項目に沿って評価を行った。評価５項目の視点は次のとおりである。 

 

妥当性 プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価 

プロジェクト目標、上位目標が政府開発目標や、ターゲットグループのニー

ズに合致しているか。また上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプット）

および投入の相互関連性に整合性があるか。 

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 

プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。成果（ア

ウトプット）およびプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達成

する見込み。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 

プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において、資源が有効に

利用されているか。投入の時期、質、および規模は適切であるか。 

インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

プロジェクトが実施されたことのより直接的、間接的な正負の影響が生じて

いるか。また、計画当初に予想されなかったものがあるか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する評価 

援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。政策、財政、組

織・制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された活動が継続的

に行われるための基盤・支援があるか。 
出典：『JICA事業評価ガイドライン・改訂版、プロジェクト評価の実践的手法』 



 

－6－ 

２－２ 情報・データ収集方法 

本評価では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

    

（１）プロジェクト関係書類のレビュー 

 

（２）主要関係者への質問票配布と受領 

プロジェクト専門家、MOE、DOE、NFEC、郡レベル関係者、開発パートナー、ほかJICA

技術協力プロジェクトの専門家。 

 

（３）主要関係者へのインタビュー 

プロジェクト専門家、NFEC、MOE、DOE、郡レベル関係者、開発パートナー、ほかJICA

技術協力プロジェクトの専門家。 

 

（４）主要関係者へのフォーカスグループ・ディスカッション 

学校セクター改革（School Supervisor：SS）、リソースパーソン（Resource Person：RP）、ASP

モニター（ASP Monitor：ASPM）、親、教室運営委員会（Class Management Committee：CMC）、

ファシリテーター、教育ボランティア（Educational Volunteer：EV）、パートナーNGO、ASP

修了生。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

８分野に10名の専門家（総括／教育計画、教育手法・教材開発・情報普及、組織分析・

組織制度開発、コミュニティ開発、社会調査、調整員、ワークショップ支援）が、計188.33MM

派遣された。派遣専門家のリストは付属資料１のANNEX5-1を参照。 

 

（２）機材供与 

プロジェクト活動に必要な車両、視聴覚機材等を中心に、計700万円程度の資機材を供与

している。詳細に関しては付属資料１のANNEX5-2を参照。 

 

（３）現地活動費 

現地活動費の年次ごとの内訳は以下のとおりである。 

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次 第７年次 合計 

3,972 14,406 10,831 18,669 18,593 19,163 13,998 99,632
（単位：千円、第７年次は計画額） 

 

（４）カウンターパート（Counterpart：C/P）研修 

13名のC/Pが本邦研修へ、46名のC/Pが第三国研修に参加した。詳細に関しては付属資料

１のANNEX5-3を参照。 

 

３－１－２ 「ネ」国側投入 

（１）C/Pの配置 

プロジェクト実施期間を通して、中央のNFECに計32名、MOEに計６名、DEOに計６名、

郡のDEOでは、ダディン郡計20名、カトマンズ郡計25名、シラハ郡計17名が、C/Pとして活

動した。プロジェクト運営を行うNFECの技官チームのメンバーは、NFEC所長、次官、各

セクションオフィサーからなる。 

 

（２）施設等の提供 

プロジェクトに必要な施設として、NFEC近隣にプロジェクト事務所が提供された。 

 

（３）現地活動費 

「ネ」国側は、NFEC予算の中からASP教室の運営に必要な経常的コストを負担したが、

プロジェクト実施に必要な活動にかかる費用については日本側負担にて対応した。 
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３－２ 成果の達成度 

（１）成果１ 

成果１ 指標 

パイロット活動とPSDCを通じて、子どものた

めのASPの制度・組織が強化される。 

プロジェクトで開発したASPの組織・制度の運

営に関するチェックリストに基づいて、強化

体制の整備度が90％を超える。 

 

本プロジェクトでは、パイロット活動およびPSDCを通じて、NFECのASP実施計画および実

施能力強化、中央レベル（NFEC）、郡レベル、学校レベル間の情報共有、各レベル間のプロ

グラム実施および評価にかかる連携、モニタリングの改善、データ管理、広報等に焦点を当

てASPの制度・組織の強化に努めた。プロジェクトが作成した上記の重点分野に沿った組織制

度整備度を測る評価によれば、現時点でその組織・制度整備度の達成値が88％になり、プロ

ジェクト終了時までには目標値である90％を達成する見込みである。 

なお、これまで特に強化された分野は以下のとおりである。 

・NFEC、DEO、SS、RP等の各レベルの関係者間における政策やプログラムにかかる情報共有 

・ASPおよびPSDCにおけるプログラム実施計画の評価、改訂 

・マザースクール制度によるモニタリング 

・SS、RP、ファシリテーターのASP活動への活用 

・教材配布の整備 

・広報用出版物の整備 

    

さらに、今後は以下分野に焦点を当て、開発されたCASPモデルの全国普及に向けた組織・

制度の強化を行う予定である。 

・中央レベルと郡レベルにて、各関係者間の連携 

・モニタリング制度とレポーティング体制の整備 

・NFECとDEOのデータ分析力 

・NFECとDEOの計画、実施、モニタリング能力の向上 

 

（２）成果２ 

成果２ 指標 

パイロット活動の対象地域でSOPを修了した

子どもが、コミュニティの動員と支援によっ

て正規教育にアクセスできるようになる。ま

た、パイロット活動が対象とするFSPに参加し

た子どもが、コミュニティの動員と支援によ

って正規教育の小学校レベルとの同等の課程

を修了する。 

1-1. パイロット活動地でSOPを修了した子ど

もたちの正規学校への編入率が75％に

上がる。 

1-2. パイロット活動地でSOPを修了した子ど

もたちの正規学校４年生への編入率が

75％に上がる。 

1-3. パイロット活動地でSOPに来る子どもた

ちの平均出席率が60％を維持する。 

2-1. パイロット活動地で３年間でFSPを修了

する子どもたちの比率が75％に上がる。
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2-2. パイロット活動地でFSPに来る子どもた

ちの平均出席率が60％を維持する。 

3.   KAP（知識、態度、行動）ベースライン

調査で測った保護者や対象コミュニテ

ィの、子どもの教育に対する意識が向上

する。 

 

本プロジェクトは、ASPの運用モデルの開発を目標として、対象コミュニティを積極的に

ASPの活動に参画（動員）させることにより、本成果の達成をめざしている。コミュニティ参

画の具体例としては、CMCの設置、授業参観、EVの配置などがあげられる。プロジェクトに

よるコミュニティ参加促進および実際のASP教室運営への支援を受けたSOPおよびFSPの卒業

生の正規教育へのアクセス率やFSP修了率は以下のとおりとなっている。また、保護者の教育

に対する意識、態度、行動の変化も発現している。 

    

上記の指標1-1、1-2、1-3のSOPに関する達成度は以下のとおりである。 

 

＜SOP＞ 

指標NO 指標 目標値 ダディン シラハ カトマンズ

1-1 正規学校への編入率 

（３年次まで在籍した児童数

からの比較） 

75％ 
100％ 

（111/111）

100％ 

（80/80） 
N/A 

1-1 正規学校への編入率 

（１年次の在籍数からの比

較） 

N/A 
78％ 

（111/147）

82％ 

（80/103） 
N/A 

1-2 正規学校４学年への編入率 

（３年次まで在籍した児童数

からの比較） 

65％ 
66％ 

（73/111）

100％ 

（80/80） 
N/A 

1-3 出席率 60％ 87％ 87％ 74％ 
＊（）内は児童の人数（情報源：RPによるモニタリング調査） 
＊カトマンズの編入率は、2009年4月編入のためデータ分析中 

 

・出席率は３郡とも目標値60％を満たしている。 

・ダディン郡とシラハ郡のパイロット活動地域のSOPにおいて、３年まで在籍した児童はすべ

て正規学校に編入している。ただし、編入試験の結果４年生に編入できた児童はダディン

郡では66％であり、他の児童たちは24％が３年生に、10％が２年生に編入している。目標

値（65％）は達成している。 

・１年次から在籍した児童の正規学校への編入率は、ダディン郡で78％、シラハ郡で82％と

なっており、３年間の就学途中で退学した児童がほぼ20％に上ることがわかる。 

・SOPの正規学校への編入率および４学年への編入率について、支援を縮小したシラハ郡のほ

うがダディン郡より達成率が高く100％であることについては、さらにプロジェクトによる

分析が必要である。ただし、ローカルコンサルトによって収集された別データによると、

ダディン郡では男子97.83％、女子87.88％、シラハ郡では男子95.24％、女子81.25％と、

ダディンにおける編入率のほうがシラハ郡より高くなっている。今後、終了時に向けて、

他の収集データと合わせてクロスチェックによるデータの整備が求められる。 
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＜FSP＞ 

指標NO 指標 目標値 ダディン シラハ カトマンズ

2-1 ３年次修了率 75％ 

 

62％ 

（69/111）

51％ 

（61/119） 
N/A 

2-2 出席率 60％ 77％ 86％ 71％ 
＊（）内は児童の人数（情報源：RPによるモニタリング調査） 
＊カトマンズの修了率はデータ分析中 

 

・平均出席率は、ダディン郡で77％、シラハ郡で86％、カトマンズ郡で71％となっており、

目標値（60％）に達している。しかし、センターごとで見てみると、平均値に達していな

いセンターもある。 

・パイロット活動地域でのFSPの３年次修了率は、ダディン郡で62％、シラハ郡で51％と、目

標値（75％）には達成していない。これは、FSPに通う児童たちの家庭の貧困、労働形態、

人種、カーストなどが大きく影響しており、入学はしたものの他地域での労働、結婚など

の事情により中途退学する児童が多かったためとプロジェクトは分析している。 

・以上、成果２のSOPとFSPの達成率については、CASPのパイロット地域外のデータを収集

し比較されていないため、本プロジェクトによってどれだけ出席率や編入率が改善された

かを分析することが不可能である。 

 

＜保護者の教育に対する意識、態度、行動の変容＞ 

プロジェクトでは、KAP調査が実施された。本調査は、CASP対象地域の保護者（シラハ郡

およびダディン郡を合わせ、ベースライン時330人、エンドライン時335人を対象）に対して

就学に対する知識・意識（Knowledge）、態度（Attitude）と実践（Practice）にかかる調査で、

プロジェクト開始時（ベースライン調査）およびCASPによるSOP/FSP教室の終了後（エンド

ライン調査）の保護者の変化を示している。プロジェクトによるコミュニティへの支援およ

び実際のSOP/FSP教室運営への支援により、保護者の教育に対する意識、態度、行動が良好に

変化していることが読み取れる。KAP調査の調査概要は以下のとおりである。 

・知識・意識：子どもに対する教育に関する権利（就学の権利、男女平等の就学の権利、障

害児への平等な就学の権利）、幼児婚および育児への責任の認識度 

・態度：上記子どもに対する教育の権利およびSOP/FSPへの参加、教育の価値、就学促進等に

ついての関心度 

・行動：SOP/FSPでの課外活動への参加、子どもへのノンフォーマル学校への参加促進、教育

にかかる議論の実践度 
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指標３：KAP（Knowledge, Attitude and Practice）調査 

KAP 調査種類 ダディング シラハ 

ベースライン調査 47.01％ 66.28％ 知識・意識 

エンドライン調査 84.68％ 85.40％ 

伸び率 ＋37.67％ ＋19.12％ 

ベースライン調査 79.68％ 78.51％ 態度 

エンドライン調査 95.57％ 89.42％ 

伸び率 ＋15.89％ ＋10.91％ 

ベースライン調査 65.95％ 71.10％ 行動 

エンドライン調査 90.02％ 85.45％ 

伸び率 ＋24.07％ ＋14.35％ 
注：カトマンズ郡においては、KAP調査は実施していない。 

 

・上記ベースライン調査（コミュニティ動員前）とエンドライン調査（コミュニティ動員後）

の比較によると、プロジェクトがコミュニティへ働きかけ、保護者の教育活動への参加を

促進させた結果、彼らの子どもの教育や権利に対する知識、態度、行動に変化が出ており、

CASPモデルの有効性を示している。 

・子どもの就学にかかる知識・意識を問う指標では、ダディン郡とシラハ郡のエンドライン

の数値にあまり差は見られないが、その他の態度および行動にかかる指標においては、コ

ミュニティへの働きかけがプロジェクトにより行われたダディン郡の値が高くなっている。 

・ダディン郡における子どもの就学にかかる知識を問う指標の伸び率はかなり高くなってい

ることがわかる（特に児童労働、障害児、幼児婚に関する知識を習得）。ほぼすべての親や

保護者たちが、子どもの教育、ジェンダー平等、育児、子どもを正規学校に送ることに前

向きな態度を持つようになったことは大きな変化である。また、家庭内で親と子どもたち

が教育や進学について話し合うようになったことがわかる。 

 

（３）成果３ 

成果３ 指標 

子どものためのノンフォーマル教育に携わる

様々な関係者間のネットワークが強化され

る。 

子どものためのノンフォーマル教育に関わる

コミュニティレベル、郡レベル、中央レベル

のネットワーキング強化や利用の事例が10ケ

ースあげられる。 

 

ネットワーク強化の事例は９事例報告されているが（詳細は付属資料２の添付2-1参照）、

それぞれが、関係者を集めた１回ごとのワークショップやミーティングであり、モデル開発

と普及のためのネットワーキングの醸成はまだ十分とはいえない。PDMの指標設定がイベン

トの回数となっていることにも問題はあるが、今後これらのイベントによって培われたCASP

モデル普及に向けての連携のフォローアップ、持続に向けての方策の提示が求められる。 
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３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標 指標 

子どものためのコミュニティ主体型ASPの運

用モデルが開発される。 

パイロット活動を基に、C/Pの主体的な参加に

よる「子どものためのノンフォーマル教育プ

ログラム運用ガイドライン」が開発される。 

 

 

パイロット活動を基に、C/Pの主体的な参加による「ASP運用ガイドライン」のドラフトが開発

され、完成に向け現在も作業が進んでおり、プロジェクト終了時までに目標は達成される見込み

である。2009年２月には、CASPの経験からの政策提言ワークショップが開催され、MOE、DOE、

NFEC、DEOや他ドナーを招いてガイドラインの内容が共有された。ただし、中間評価時に提言さ

れたCASP普及のためのNFECによるガイドライン普及の取り組みやDEOによるガイドライン活用

の促進、他郡／他組によるガイドライン活用への働きかけなどがまだ十分行われているとはいえ

ない。これらについては、終了時に向けて、プロジェクトによって普及に向けたロードマップが

提示される予定である。ガイドライン作成過程においては、NFEC、DEO、SS、RP、ASPM、ファ

シリテーター等の各レベル関係者の意見が反映され、またパイロット活動で学んだ様々な教訓が

内容に盛り込まれており、政策レベル、現場レベルで活用が可能なものとなっている。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標 指標 

プロジェクトにより開発された子どものため

のコミュニティ主体型ASPの運用モデルが、

「ネ」国の他の地域で適用される。 

DEOやNFECによってプロジェクトで開発さ

れたコミュニティ主体型ノンフォーマル教育

プログラムの運用モデルを導入したASP教室

が全国で1,000校になる。 

 

NFECによりCASPモデルの普及への取り組みがいくつか行われているが、全国普及に向けた具

体的な方策、時期、規模の設定は現時点では不明であるため、上位目標の達成は不確実である。

また、予算も確実に下りておらず、NFEC職員が普及に向けた計画、実施、モニタリングを行う能

力も十分に育成されたとは言い難い。ASPを推進するうえで重要なアクターである地方開発省

（Ministry of Local Development：MOLD）、DDC、VDCとの連携も不十分である。 

これまでのNFEC普及の取り組みとしては、2008年度にシンドゥパルチョーク郡およびサルラヒ

郡で計25のASPへCASPモデル（コミュニティの動員、マザースクールによるモニタリング、子供

クラブ等）の普及を行ったが、オリエンテーションの不足などから十分な成果を得ることができ

なかった。これについては、プロジェクトによる課題分析が十分には行われていない。現在は、

さらに10郡でCASPモデルの普及を実施するための予算申請を行っており、今後の計画として2010

年までに全国75郡での普及を計画中である。また、CASPが開発した「ファシリテーター支援ハン

ドブック」はNFECに適用され、全国75郡に既に配布されている。 

郡レベルにおいては、カトマンズ郡ではDEOの主導により、プロジェクトの対象地域でない５

つのASP教室に対してCASPモデルが既に適用されている。郡の現場レベルでのCASPモデルの有効

性への認識は高く、郡の教育予算からモニタリングやコミュニティの動員の予算措置を行ってい
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る。また、UNESCOは2008年にASPを開始する際に、CASPから情報収集を行い、その事業におい

て、CASPのマザースクールによるモニタリングシステム（ASPM）アプローチを活用している。 

 

３－５ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 

中央レベルでは技官チームが、郡レベルでは郡月例会議（District Monthly Meeting：DMM）メン

バーが、プロジェクトを運営する主体として任命され、定期的な会合においてプロジェクトの進

捗を共有し、課題の解決策を練り、今後の決定を行った。また、プロジェクトで開発されたモニ

タリングシートに沿って、技官チームによるプロジェクトのモニタリングが定期的に行われた。

C/Pの能力強化は、プロジェクトサイクルを通じて育成されたものであり、プロジェクト期間中ほ

ぼ適正に行われたと判断できる。 

郡では、DMMにおいて月に１回パイロット活動実施における成果や様々な問題が共有され、SS、

RP、パートナーNGO、ASPMらが十分に議論できる場となった。郡レベルの関係者はパイロット

活動の対象地での進捗やインパクトを実感しているため、中央レベルに比べてプロジェクトへの

コミットメントやオーナーシップが高い。特に、ASP教室に日常的に関わるASPM、ファシリテー

ター、EVなどの児童に対するケアは手厚く、これら関係者間のコミュニケーションはプロジェク

ト実施プロセスを大きく促進する要因となった。 

NFEC技官チーム会議（Technical Team Meeting：TTM）とDMMのメンバーの任命は問題なかっ

たが、NFECにASP専任者が不在であること、TTM内で総括する者がいなかったことが、特に普及

について考えていく際の阻害要因であるとして専門家より指摘されている。ただし、NFECからは、

TTMはチーム内の情報共有としては有効であったとの報告である。加えてNFECからは、意志決定

プロセスにおける問題が指摘されており、プロジェクト運営上、専門家チームとNFECのC/P間に

多少のミスコミュニケーションが見受けられる。一方、郡レベルでは、DMMメンバーにより、毎

月の進捗報告と今後の課題が十分に共有された。パートナーNGOは、DEOと教室関係者、コミュ

ニティ間の触媒として機能した。 

 

３－６ 効果発現の貢献・阻害要因 

３－６－１ 貢献要因 

パートナーNGOは、３郡において、現地の社会経済的な事情を十分に把握し、ASPの児童や

家族、教師、校長たちと連携しながら、コミュニティ動員とクラスの活性化に大きく貢献した。

また、CASPモデルのなかでも、特にマザースクールによるモニタリングシステムの整備、正規

校であるマザースクールとの連携、子供クラブの設立、コミュニティの動員などは、パイロッ

ト地域でも評判を得て有効なモデルとしてNFECにも認識された。教育の質の向上促進において、

ファシリテーターの追加研修やEVの配置、体育や劇などの課外授業も子どもたちにとって魅力

的なクラスをつくるために有効に働いた。 

また、パイロット地域では、コミュニティの動員により、CMCの親や地域の住民などがASP

クラスのための資金援助を行ったり、DEOに対して予算措置を要請したりして、自助努力によ

りクラスの環境整備に努めた。コミュニティの貢献としては、ファシリテーターの報酬、子ど

もへの制服や文具の支給、クラス建設、机と椅子の供与、絵本や本の寄付などが各郡や各VDC

で自主的に行われた。 
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３－６－２ 阻害要因 

2008年の政権交代後、財務省の強力なプッシュにより開始された大々的な「識字キャンペー

ン」は、２年間で全国の非識字者を対象（成人・未成年含む）に３か月の識字教育を行うもの

であり、NFECの人員、予算ともに、このキャンペーンの実施に大きく割かれることになった。

このため、NFEC内のASPに充てる時間と予算が減り、CASPの開発と普及に関しても影響を与え

た。 

加えて、C/Pの頻繁な異動がプロジェクトの実施の効率性に影響を与えた。特に、NFEC所長

と対象３郡のDEOが数度にわたって異動したことで、プロジェクトへの理解とコミットメント

が変化するなど、プロジェクト実施への影響は大きかった。その他のC/PおよびSS、RPなどの関

係者にも、研修による能力強化後の異動が起こり、研修の成果をプロジェクトの活動に十分に

活かすことができないという問題が生じた。 

外部要因としては、安全上の理由によってシラハ郡でのパイロット活動が縮小され、日本人

専門家やC/Pによるモニタリングや訪問もままならなかった（これにより、パイロット活動地と

して、シラハの代わりにカトマンズが選定された）。ダディン郡のパートナーNGOにとっても、

治安状況の悪化がコミュニティ動員活動の阻害となった。また、地方自治体のDDC、VDCの選

出議員の不在により、CASPの普及にとって重要となるDDCとVDCとの連携が思うように進まな

かった。 

このほか、学校に行けない子どもたちのマッピングが不十分であること、ASP教室の定員が20

人であり多くの子どもを収容できないこと、ファシリテーターの報酬が少なくモチベーション

が低くなること、FSPのカリキュラムが未整備であること、ASP児童への奨学金がないことなど、

既存のASP体制の不備がパイロット活動を行ううえで、目標達成の阻害要因となった。  
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目による分析 

４－１－１ 妥当性 

政策、ニーズ、優位性の面からプロジェクトの妥当性は極めて高い。 

    

（１）政策との関連 

「ネ」国および日本とも、万人のための教育（Education for All：EFA）の政策を打ち出し

ており、「ネ」国の次期セクタープログラムである学校セクター改革（School Sector Reform：

SSR）においても、EFA達成におけるASPの重要性が明記されている。初等教育を受けてい

ない残り８％と推定される子どもたちは、社会経済的に厳しい状況に置かれている子ども

たちであるため、正規学校への橋渡しとなるASPの政策を推進することは妥当であると

MOE、DEO、NFECともに判断している。 

 

（２）ターゲットグループのニーズ 

ニーズ・ベースト・アプローチによるプロジェクト設計が行われているため、対象グル

ープのニーズは十分に反映されている。カースト、人種、経済、アクセスなどの理由から

正規の小学校に通うことができない子どもたちのためにASPを提供するには、コミュニティ

を巻き込んだアプローチが必須であった。コミュニティ動員によって、親や保護者の教育

に対する意識を変革するとともに、コミュニティの協力によって子どもが学校に通いやす

い環境を整えたCASPのアプローチは、地域のニーズに沿ったものであったといえる。また、

モデル開発のためのパイロット地域の選定は、安全上の制約および地域の多様性を取り込

んだモデル開発において妥当であった。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクト目標である「ASPの運用モデル」の開発の核となる「ASP運用ガイドライン」は、

プロジェクト終了時までに完成見込みである。今後、このガイドラインを活用して、ASPにかか

る政策提言およびCASPモデル普及にかかる道筋の検討が行われることになっており、プロジェ

クト目標は達成されると判断できることから有効性は高いと評価する。 

 

（１）達成をもたらした要因 

プロジェクト目標である「ASP運用ガイドライン」はドラフトが完成し、ダディン郡とカ

トマンズ郡のパイロット地域での経験や教訓を含めて完成版が作成される予定である。こ

のガイドラインの作成過程では、C/Pがイニシアチブを取り、NFECのガイドライン策定チ

ームのもと、DEO、SS、RP、ASPM、ファシリテーター、およびCMC、保護者、コミュニ

ティの意見や教訓が内容に反映された。また、コミュニティの状況をよく知るパートナー

NGOの働きもガイドラインの策定に大きく寄与した。その結果、政策レベル、フィールド

レベルともに有用なガイドラインが出来上がりつつある。 
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（２）達成に関する懸案事項 

「ASP運用ガイドライン」は活用可能な仕上がりであるが、このガイドラインを活用し、

CASPモデルを他郡に普及するための政策提言やロードマップの提示がプロジェクト実施

中に十分に行われてこなかった。使途あってのモデル開発であるため、今後の道筋をプロ

ジェクトで示していくことが求められる。 

2008年以降開始された「識字キャンペーン」によって、NFECの人員、予算ともに、この

キャンペーンの実施に大きく割かれることになり、NFEC内のASPに充てる時間と予算が減

り、CASPの開発と普及に関しても影響を与えた。これは、今後もCASPモデル普及のため

の懸案事項となり得る。ただしNFECの職員は、この「識字キャンペーン」によって、地方

自治体であるDDCやVDCとの連携についての経験を積んでいるため、この経験が今後の

CASPモデル普及の際、地方での連携に活用できる見込みはある。 

 

４－１－３ 効率性 

成果の指標であるターゲット地域FSPによる修了率、ネットワーキング形成とも達成が不十分

であり、投入量と成果、目標の達成度を比較すると、効率性はやや低いと評価される。 

    

（１）ASP運用モデルの確立 

CASPによるASPの運用モデルが開発され、プロジェクトの手厚い支援によりパイロット

地域においてモデルの有効性が認められることから、最低限のモデルは確立されたと判断

される。一方で、モデルが活用されるようになるには、今後その担い手となるNFECがモデ

ルを活用していくための能力を身に付けていくことが必要であるが、この点についてプロ

ジェクトの取り組みは十分とはいえない。またVDCや郡の関係者など、将来的に予算負担

が期待される関係者への働きかけも十分ではなく、NFECの予算が限られている中で地域の

リソースを活用したASPの拡充についてはモデル化に至らなかった。 

 

（２）コスト面 

専門家派遣、本邦および第三国研修にかかる投入コストにおいて、その投入量や内容等

をかんがみると効率性は低いと評価される。ただし本プロジェクトは、通常の技術協力プ

ロジェクトよりも人件費が低く設定されている、提案型技術協力プロジェクト（PROTECO）

であることから、人件費についてみた場合には一概に効率性が低いとはいえない。 

またプロジェクト成果に対して、全体のプロジェクト期間が長すぎると判断されるが、

これについては治安悪化によりシラハ郡での活動が中止され、カトマンズ郡での活動を新

たに開始したことが大きな理由となっている。本邦研修および第三国研修については、そ

の投入量が非常に多いこと、参加者の中で異動するC/Pがいたことがプロジェクトの効率性

を妨げたと判断される。一方で、治安状況によりパイロット活動および組織制度強化活動

などが停滞した際の代替手段として、C/Pの能力強化のために研修が実施されたという事情

もあったことを付記する。 

 

（３）他スキーム、他ドナーとの連携 

プロジェクトは、ノンフォーマル教育のEMIS（教育情報システム）の開発に関して、
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DANIDAとUNESCOと連携した。また、パイロット地域でのASP教室運営の経験を、UNICEF

とUNESCOとも共有し、いくつかの経験はこれらのドナーの活動に取り入れられている。

またタイでの第三国研修は、DANIDA/ESATとの連携のもとに企画された。さらにダディン

郡において、JICAの小学校運営改善支援プロジェクト（SISM）、および小学校建設にかかる

無償資金協力プロジェクトとの情報共有、経験共有を行った。 

 

４－１－４ インパクト 

コミュニティ、郡レベルでのインパクト、およびNFECによるCASPモデル制度化に向けた動

きは確認できる。一方で、次期教育プログラムであるSSRにおいてASP政策の具体的な方針が明

確でないことから、インパクトは中程度であると評価する。 

    

（１）政策へのインパクト 

ASPの政策を決定するDOE、MOEの方向性はいまだ明確ではなく、SSRの計画書内には

ASPの重要性は明記されているものの、その具体的な実施方法は記されていない。また今後

予算面での重要なパートナーになり得る、MOLDの理解やコミットメントはまだ得られてい

ない。しかし、CASPモデルの政策への影響として、既に中央においてはCASPで実施した

コミュニティ動員およびマザースクールによるモニタリングが、NFECのASP政策に取り込

まれ、CASPによるファシリテーター研修マニュアルも2007年、2008年には全75郡に配布さ

れている。またCASPのモニタリング・システムが、ASPモニタリング・マニュアルに適用

されるなど、CASPモデル制度化に向けた活動は少しずつ行われている。 

 

（２）他ドナーへのインパクト 

UNSECOはCASPの経験を活用して、2008年にASPの形成を行った。このように、CASP

モデルで提示したアイデアのいくつかについては、効果的なコミュニティ主体型のアプロ

ーチとして認められつつある。 

 

（３）コミュニティへのインパクト 

パイロット地域のコミュニティにおいては、SOP教室が正規のコミュニティ学校として認

められたこと、SOPを修了し正規の小学校に編入した児童が優秀な成績を修めているケース

などのポジティブなインパクトが生じている。また、教育の重要性に気づいた母親たちが

DEOに申請し、ASP児童の母親のための識字教室を開催したり、CMCメンバーの申請によ

り、児童の制服がDEOから支給されたりするなど、親や保護者のエンパワーメントによる

アドボカシー活動から様々なインパクトも生じている。子どもの教育の重要性を認めた親

たちが、ASP児童の弟や妹を正規学校に入学させるケースも見られる。また、FSPが運営さ

れる都市部の地域では、他の地域から流入してきた家族に、FSP教室の活動を通してコミュ

ニティ帰属意識や連帯感が生まれたと、報告されている。 

ネガティブなインパクトとしては、CASPのパイロット地域のASP児童への制服、教材、

文具、かばんの支給が、終了後も親や子どもたちの依存を生んだこと、児童が正規校内に

編入した際に、他の児童がCASP修了生への制服等の無料支給に不公平感を感じていること

などがあげられる。 
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４－１－５ 自立発展性 

プロジェクトのもたらした成果の継続に関して、「ネ」国の政策面、組織・財政面、技術面か

ら判断して、自立発展性はやや低いと判断される。 

 

（１）政策面 

次期の教育プログラムであるSSRのドラフトにはASPの重要性が明記されており、通常の

学校のアクセスから取り残された残り８％の児童についても対応すべきとの政策は継続し

ている。しかし、その子どもたちに対してどのように対応するのかという具体的なスキー

ムや、そのための予算措置についてはまだ検討中であり、今後の詳細な計画はいまだ示さ

れていない。地方分権化によるMOLDやDDC、VDCとの連携についても明らかになってい

ない。 

 

（２）組織面・財政面 

既存のASPプログラムにCASPモデルを取り込んでいくにあたっては、特に大きく追加的

に必要とされる財政面の負担は発生しないと想定されており、NFECはCASPモデルの普及

のための予算を申請中である。一方で、絶対量が不足しているASP教室の数の拡大および継

続実施については、その予算措置ははなはだ不十分である。現在のノンフォーマル教育へ

の予算配分は教育予算の1.6％にすぎず、その多くは現在急ピッチで進められている識字キ

ャンペーンへ充てられているのが実情である。 

地方での財政面でのパートナーとなるMOLDについては今後MOEとの協議が開始される

予定であるが、そもそもVDCがまだ機能しておらず、村落レベルでのASPのニーズを反映し

たVEPがまだ作成されていないこと、VEPを作成しているVDCがまだ少なく、郡が作成する

計画にVEPを反映させる仕組みになっていないことから、MOLDラインでの予算確保を中央

レベルから働きかけるのはまだ困難な状況にある。地方レベルでのDDCとの連携は可能性

があるがまだ実現していない。 

 

（３）技術面 

CASPモデル運営における計画、予算、モニタリングにかかるC/Pの技術的能力は、研修

やプロジェクト実施によって向上している。しかし、NFECとDEOのCASPモデルの普及に

かかる能力は、いまだ十分ではないと判断される。 

 

４－２ 結 論 

プロジェクトはシラハ郡、ダディン郡、カトマンズ郡でのパイロット活動を通して、コミュニ

ティ主体型のASPモデルの開発を行い、その成果は755名のSOPの児童、720名のFSPの児童へ裨益

した。パイロット地域では３年の学習期間終了後、ほとんどのSOP児童が正規学校へ編入すること

ができた。また、パイロット教室の運営を通して、DEO、SS、RPやASPMの組織・制度は強化さ

れたといえる。このパイロット活動で開発されたCASPモデルを他地域に普及するにあたっては、

MOE、DOE、NFEC、DEOという関係機関の政策的、財政的コミットメントは十分とはいえず、将

来的に財政面でのパートナーになる可能性のあるMOLDラインとのネットワーク構築も、地方分権

化プロセスの遅れからいまだ困難な状況にある。 
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一方、プロジェクト実施により、ASP制度自体の問題点も明確になり、これが今後のモデル普及

のインパクトを妨げる要因になり得ると想定される。 
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第５章 教訓・提言 
 

上記評価を踏まえて、以下のとおり、教訓と提言について取りまとめた。 

 

５－１ 教 訓 

＜CASPモデルの有効性に関して＞ 

（１）ASP教室の教育の質確保のためには、正規学校との連携が重要 

CASPでは近隣の正規学校をマザースクールとし、その正規学校によるASP教室の効果的な

モニタリングの仕組みを開発した。正規学校からのモニタリングが行われることで、ASP教室

の最低限の授業の質が保たれたとともに、正規学校とASP教室の関係が強化されるようになっ

た。ASPの中でも、特にFSPでは正規学校のカリキュラムを圧縮した形でカリキュラムが組ま

れているため、正規学校で使用されている試験問題をそのまま活用できないという問題があ

った。しかし、正規学校との関係が構築されたことで、FSP用の試験問題の作成に関して正規

学校が支援するなどの新たな協力関係もみられるようになった。さらに、正規学校でモニタ

リングを担当するASPMに加えて、SSやRPの定期的なモニタリングも、ASP教室のファシリテ

ーターの質の向上や動機付けに貢献したことも明らかとなった。そもそもASP教室はアクセス

や人材、コミュニティの理解において、条件の悪い地域に設置されているためASPの質を確保

するには正規学校や地域教育行政による継続的な支援が不可欠であるといえる。 

 

（２）社会的に不利な立場にあるグループに対しては、需要側のニーズを重視したアプローチが

必要 

現行のASP教室の実施においては、正規学校と同様に、教科書配布やファシリテーターの任

命など、教育サービスの提供側からの支援のみに注意が払われているのが実情である。CASP

ではこれらの投入を行う際に同時に対象地域特有のニーズを把握し、コミュニティの意識改

革やエンパワーメントを図ることによって、困難な地域における持続性の高い教室運営を実

現した。僻地や遠隔地、低カースト層や少数民族など、社会的に不利に立場におかれている

グループに対してはこのようなアプローチが必要である。 

 

（３）ASP卒業生の正規学校への円滑な編入のための支援が必要 

ASP卒業生が正規学校で教育を継続して受けるためには、編入時および編入後の児童への特

別な支援が必要であることが、プロジェクトの実施を通して明らかとなった。例えば、ASP

では徴収されない入学一時金が正規学校では徴収されることが、正規学校への編入の妨げに

なっていたが、RPが編入先の正規学校に働きかけ、入学金免除による編入が実現した。また、

ASP在籍中にマザースクールとの交流を持つことで、正規学校編入への不安をなくし円滑な編

入が実現した例もあげられている。プロジェクトでは、かばんや制服等の支給を行い、円滑

な編入を促進したが、財政面での持続性の観点からみると、物品の支援については注意を要

すると考えられる。 

 

（４）ファシリテーター支援のために、EVの活用は効果的 

CASPでは、コミュニティから選出したEVの活用が行われた。EVは、ファシリテーターの
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急な欠席の際の代行、授業中の補佐、教室外での家庭訪問等を行っており、ASP教室の円滑な

運営を補佐している。ファシリテーターはコミュニティの外から採用されることが多いが、

EVは同じコミュニティ、つまり同じ民族やカースト、同じ言語を話すグループから選ばれる

ため、児童とより近く接することが可能であり、児童とファシリテーターの調整役として機

能した。 

 

（５）ASP教室の質を高めるには、更なるファシリテーター研修が必要 

ASPのファシリテーターは、正規学校の教師よりも多様な技術や能力を要する。彼らは年齢

や学年の異なる児童に対し全教科を教えなければならないうえ、外部の人間と接することに

慣れていなかったり、学ぶ準備のできていない子どもに対して相応の対応をとることが求め

られる。さらに、正規学校に比べ中途退学する確率の高い子どもを支援していくことが求め

られる。現在、ファシリテーターに対して実施されている研修は、これらの課題に対応する

ためには内容としても不十分であり、かつ期間も短い。そこでCASPでは15日間の研修プログ

ラムを開発した。これはファシリテーターのバックグラウンドが多様であることを受け、経

験に応じてその内容を取捨選定できるようにしたニーズベースの研修であり、ファシリテー

ターの質の向上に貢献している。このような追加の研修には新たな費用が必要となるが、授

業の質の観点からみると、研修の投資は最低限確保されるべきものである。 

 

＜CASPモデルの普及の可能性について＞ 

（６）VEPのみによるASPの計画・実施は時期尚早 

CASPでは４つのVDCで村落教育計画（Village Education Plan：VEP）開発の支援を行った。

その結果、スクールマッピングや世帯調査によって、需要側のニーズを反映させたVEPの重要

性が改めて明らかになった。また、VEPの開発過程でコミュニティの教育に対する意識が高ま

り、教育開発に関する目標がより明確になるという効果も示された。しかしながら、全国で

4,000近くあるVDCのうち、現在は600のVDCでVEPを作成しているにすぎず、このためVEPの

内容を県の計画に反映させることができないために、結局VEPに基づく適性な予算申請や予算

確保が困難な状況にある。VEPが機能するにはかなりの時間がかかることが予想され、VEP

のみでASPを計画・実施していくことには限界があると言わざるを得ない。 

 

（７）モデル普及にかかる能力強化を伴ったモデル開発が必要 

モデルの普及のためには、①汎用性のあるモデルが開発されること、②モデルが既存の仕

組みや制度に組み込まれること、③関係者がモデルを実施するための能力や他地域での普及

を支援する能力を有していること、の３つのステップが必要である。CASPにおいては、ダデ

ィン郡の９教室、カトマンズ郡の９教室（現在８教室）において、非常に丁寧なパイロット

活動を行い、より効果的なASPの運営に必要なアプローチや活動を明らかにしており、①につ

いてはほぼ達成された。さらに、政策提言ワークショップなどを通して、CASPの経験を既存

のASP制度に組みこむよう働きかけが行われた結果、途上ではあるが、②も一部実現している。

プロジェクトではC/Pの様々な能力向上については意識的に取り組んできたが、モデルの普及

を担うために必要な能力の向上については必ずしも意図して取り組まれてこなかった。この

ため、NFECが独自で普及を試みた地域での実践が芳しくなく、それ以降の普及を加速化させ
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るには到らなかった。当初のPDMに普及にかかる活動は含まれていなかったが、モデル開発

を目標とするようなプロジェクトにおいては、プロジェクトの進捗やC/Pの動きに応じて、普

及に関する上記のステップをプロジェクトの中で取り組むことが望ましい。 

 

（８）プロジェクトの基盤となるASP自体の問題点に着目し、全体をみる視点が必要 

本プロジェクトは現行のASPの枠組みの中で、その実施メカニズムの改善を行うものであっ

た。このため現場レベルでの実施に焦点を当て、改善が可能な分野を探した結果、様々な改

善策を生み出し、現場での実践を成功裏に収めることができた。しかし、プロジェクトの初

期段階から、現行のASPのモダリティそのものの弱点（例えば、ASP予算の少なさ、一定期間

のみの教室設置、児童の受入れ数の限定など）があること、また正規学校との関係性、地方

政府の役割などに関連して、プログラム全体の見直しが必要であることも明らかになってい

た。このような状況のもと、プロジェクトは当初の予定通り、既存のASPの枠組みの中での改

善を中心に実施してきた結果、ミクロレベルの様々な改善策を提言することができても、ASP

全体の課題があまりにも大きいために、その改善策のインパクトが限定的にならざるを得な

いという状況が生まれることになった。このようにプロジェクトの前提としている部分の問

題が大きい場合には、その問題に何らかの形で対処していく取り組みも必要であったと考え

られる。 

 

５－２ 提 言 

＜プロジェクト終了までに実施されるべきこと＞ 

（１）NFECによるCASPモデル普及への支援 

NFECは、2008年度にシンドゥパルチョーク郡およびサルラヒ郡で計25のASP教室へCASP

モデル（コミュニティの動員、マザースクールによるモニタリング、子供クラブ等）の普及

を行ったが、期待した成果が出なかったと報告されている。この理由についてさらに詳しく

分析し、NFECが検討している新たな10郡での普及を進めるにあたって、どのような考慮が必

要で、どのような活動を行っていくべきかについて、プロジェクトが支援することが期待さ

れる。 

 

（２）対象郡内のCASPモデル普及にかかる支援 

プロジェクトはダディン郡およびカトマンズ郡でCASPモデル普及にかかるワークショッ

プを既に実施しているが、今後は郡のイニシアティブによる活動として継続していく必要が

ある。プロジェクト終了までに他地域での普及活動が検討される場合は、普及計画の策定な

どにおいて、DEOへの技術支援を行うことが求められる。 

 

（３）DDCとの連携強化 

ASP教室の中には、VDCから資金支援を受けたクラスもあった。これは、CMCとVDCの良

好な関係によるものが大きい。現在のMOEによるASPの予算には限りがあるため、他からの

予算を確保する必要がある。DDCには、郡開発にかかる予算（DDF）が割り当てられており、

そのうちの25％は社会セクター開発に活用することとなっているため、この予算をASPに活用

することも可能である。中央レベルにおいては既にMOLDを含めたネットワークを築いている
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が、具体的な協力はまだ実現していない。DDCを管轄しているMOLDがASPのニーズを理解す

ることも重要だが、同時に郡レベルで直接DDCへの働きかけを行うことも必要である。今後

少なくともプロジェクトの対象郡において、DDCや地方開発官（Local Development Officer：

LDO）へのDEOの働きかけをプロジェクトが支援することが求められる。さらに、このよう

な政策決定者のアドボカシーのために活用できる、わかりやすいパンフレットを作成するこ

とを提案する。 

 

（４）DOE主催のDEO会議の場を活用したASPガイドラインの普及 

プロジェクトはASPガイドラインをすべての郡に配布する計画である。その際に、ただ配布

するだけでなく、郡関係者とCASPの経験の共有や意見交換を、直接実施することが望ましい。

また、パイロット地域でのLDOへの働きかけの好事例についても、他郡に共有することが期

待される。すべての郡のDEOが参加するDEO会議が、DOEによって毎年定期的に開催されて

いるためこの場を利用することが効果的であろう。また、効果的なモデル普及のためには配

布するガイドラインの数についても検討が必要である。 

 

（５）ASP全体への政策提言 

ASPガイドラインの開発過程において、ASPそのものの課題が明らかになっている。これら

の課題はCASPモデルのインパクトをも小さくする可能性が高く、改善していく必要がある。

これらの課題に関しプロジェクトの経験から更なる分析を加えて政策提言を取りまとめ、

NFEC、DOE、MOEおよび開発パートナーと協議していく必要がある。 

協議すべき内容としては、例えば以下のような項目があげられる。 

・FSP児童は、非常に複雑な問題（例えば、一人親家庭・親の育児放棄・児童虐待などの家

族の問題、貧困、児童労働、季節労働による頻繁な引っ越し等）を抱えていることが多

いが、このような児童が継続して教育を受けられるようにするにはどのような支援が必

要か 

・ASP卒業生が正規学校に編入するためには、どのような支援を継続する必要があるか（奨

学金などの金銭面での支援、補講などの教育的支援等） 

・ASP卒業生がその修学年限に見合った正規学校の学年に編入できるよう、そのカリキュラ

ムの同等性（equivalency）をどう確保するか。（現在では、正規学校が受入れ時に編入テ

ストを行い、その成績に応じて正規学校での編入年を決定している。ASPで修了している

はずの学年に編入されることは、児童のやる気をそぐだけでなく、ASPの信頼性を低下さ

せることにもつながっている）。また、必要な学力に達していない編入生に対して、正規

学校がどのような支援を行うべきか、プログラムの同等性の観点からはASPのファシリテ

ーターの扱いをどう考えるか 

・まだASPへのアクセスがない子どもたちのために、ASP教室の数をどのように増やすべき

か 

・正規学校とASP教室との連携をどのように制度化すべきか 
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＜プロジェクト終了後に中長期的に取り組まれるべきこと＞ 

（６）ASPに関する正規学校の役割の明確化 

正規学校は、在籍児童に対してのみ責任を有しており、学校関係者の責任範囲の認識も、

学校内に限定されているのが実情である。CASPの経験から、ASPの質の向上のためにはASP

と正規学校との連携が重要であることが示された。このプロジェクトでの実践をさらに定着

させていくためには、正規学校の責任範囲やまた反対にその制約要因を明らかにしたうえで、

正規学校が果たすべき責任や役割について明文化していくことが求められる。 

 

（７）ASPの改訂 

MOEは、正規学校以外の異なる教育の提供が必要であることを明確に打ち出している。プ

ロジェクトによって提言された政策提言などを活用し、「ネ」国政府が今後ASP制度そのもの

や実施プロセスの見直し・改訂を行っていくことが強く期待される。NFECは、本来ノンフォ

ーマル教育にかかる研究開発を担うことになっており、このプログラムの見直しにおいても、

その役割を十分に果たすことが期待される。同時に、ASPは公教育との関係性において位置づ

けられるものであるため、教育にかかるすべての関係者のコミットメントが必要とされる。 
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